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深圳市坂田に拡がるHuawei の広大な本社は，

リゾート地のように美しい。Google やMicrosoft

本社を模したのか，建築学を専攻した創業者の

任正非氏独自の美学によるのか，南国の樹木が

揺れ，背の高い欄の花が，美しい建物と調和す

る。2019 年に設けた東莞市松山湖の新社屋も

テーマパークのようだ。このような環境で

Huawei の研究開発は行われている。

Huawei の研究開発費は TOYOTA の 1.5 倍

である。5Gに関する特許保有数では，2019 年現

在 Huawei が Nokia（フィンランド），Samsung

（韓国）を凌ぎ 1500 件超で世界トップである。

他方で，アメリカの Intel はすでにスマート

フォン向け 5G モデムの開発を諦め，当該部門

を Apple に売却した。Qualcomm は有望であ

るが，5G で世界を圧倒できそうもないアメリ

カは，5G から中国を排除しつつ，2030 年代に

公開見込みの 6Gに照準を合わせ始めている。

2018 年になって激化した米中貿易摩擦は，

2019 年 9 月現在，アメリカは中国からの輸入

品目の約 5割に，中国はアメリカからの輸入品

目の約 7 割に，それぞれ 10〜25％関税を掛け

合っている。アメリカの貿易赤字を是正すると

いう目的と並んで，アメリカの目的の核心は技

術覇権の争いである。トランプが関税をかけ続

けて来た電子機器及びその部品に関して，中国

の輸出品のうち中国自身が付け加えた付加価値

額は着実に上昇している。中国の技術水準がア

メリカに迫り追い越すトレンドを描いているこ

とは，アメリカにとって脅威であろう。その技

術は安全保障の要でもあるからだ。

30 年前にクライマックスに達した日米貿易

摩擦では，自動車に関しては日本の輸出自主規

制でアメリカの消費者余剰を犠牲にしながら日

米双方の目的を果たした。しかし自立傾向を強

めた日本に対して，アメリカは関心を安全保障

問題に移し東芝機械や富士通，TRON 標準を

叩いた。2049 年までに軍事的にも世界制覇を

目指す中国（Pillsbury, 2015）に挑みかかる今

も，聖域である安全保障問題には容赦をしない

同じ構図にある。

今回，安全保障面で鍵を握るクリティカル・

テクノロジーは，5G通信技術である。これはス

マートフォンや IoTに向けた民生用技術である

と同時に，軍事技術でもある究極の dual tech-

nology であり，プラットフォーム技術でもあ

る。5G は通信速度と通信容量を下りで 4G の

20 倍からいずれ 100 倍にまで拡大する。自動

運転，遠隔医療，リアルゲーム，ビッグデータ

を実現する単なる民生用技術ではない。5G で

つながる安全保障の情報網や公的機関の通信網

に対して破壊とスパイ行為を行ったり，水，エ

ネルギーなどライフ・ラインの破壊や金融網

ノードへのサイバー攻撃をしたり，実弾を交え

ず遠隔で国家を破滅に追い込むことができる安

全保障の根幹にかかわる軍事技術でもある。

アメリカの中国 5G 排除を決定的にしたの

は，2018 年初頭キャンベラでオーストラリア

政府が行った「デジタル戦争ゲーム」であった

という（Reuters, 2019）。オーストラリア通信

電子局（ASD）のエージェントであるハッ

カーたちが，あらゆる種類のサイバー攻撃ツー

ルを使って対象国の次世代通信規格 5G通信網

の内部機器にアクセスし，どのような損害を与

えることができるかという破壊実験を行った。

その結果は，オーストラリア安全保障担当者と

政治首脳を驚愕させた。サイバー上の闘いは私

たちの睡眠中に静かな殺戮を進行させることを
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可能にする。

それを聞かされたアメリカは，2018 年 8 月に

は「アメリカ国防権限法（NDAA）2019」を成

立させてHuawei 他 5 社の排除を決め，2019 年

8月には施行した。米輸出管理法改革法（ECRA）

と外国投資リスク審査現代化法（FIRRMA）

も NDAA に盛り込み一本化させ，早期成立を

果たした。

しかし現在このエンティティリストに完全に

同意しているのは日本ぐらいであり，スロバキ

アは Huawei 脅威論を否定した。Five Eyes

（英，米，加，豪，新）の主要メンバーである

イギリスは，Huawei に不正の証拠はないとア

メリカの呼びかけを拒否した。ニュージーラン

ドは独自に精査するとして態度を転換し，カナ

ダは態度表明を控えている。オーストラリアで

は，中央政府は同意したが州政府は独自に

Huawei と契約を結び国内に温度差がある。同

盟国内部の足並みの乱れはアメリカの力を奪っ

ていく。

トランプの不可解さを嘆く声が世界に多い

が，彼の行動はホワイトハウスのウェブサイト

にも掲載されている 17 年末の国家安全保障戦

略に沿っている。トランプは，①米国の国土・

国民・生活様式を守る，②米国の繁栄を促進す

る，③力による平和を維持する，④米国の影響

力を向上させるという 4 つの国家目標を立て

た。その中で米中貿易戦争に関係することを抜

粋すれば，「中国やロシアなど修正主義勢力な

どには抵抗する」「新たな技術は新たな脆弱性

を作り出すことにつながるので主要なインフラ

とデジタルネットワークを守る」「米国は 21 世

紀の地政学的な競争を勝ち抜くため，研究，技

術および革新の分野で先頭に立たなければなら

ない。我々は，米国の知的財産を盗用し自由な

社会の技術を不当に利用する者から，自国の安

全保障の基盤技術を守る」「宇宙やサイバーを

含む多くの分野で能力を強化し，これまで軽視

されてきた能力も再生させる」「同盟諸国が，

共通の脅威に対応するためにより大きな責任を

負うことを期待する」「アメリカ・ファースト

の外交政策は，平和や繁栄，成功する社会の形

成に必要な条件設定を支援する建設的な力とし

て，世界における米国の影響力を象徴する」と

のことだ。トランプは，衰退期覇権国が直面す

る宿命的課題に取り組もうとしているに過ぎな

い。しかし，アメリカが国際政治の文脈で幾度

もついてきた嘘と，トランプ大統領のフェイク

ニュースや特異な駆け引きが，この安全保障上

の真剣な問題提起をかえって茶番に見せてしま

う。いくら独裁的に振る舞っても同盟国を統率

できず，中国のような集権的国家には逆に対抗

できない。Huawei の死にもの狂いの経営手腕

にもだ。

中国の人々と話して感じるのは，Huawei の

低価格や高性能への評価以上に，同社への信頼

である。海外ユーザーもそれを手放さない。日

本人が松下幸之助や本田宗一郎の経営論に心酔

したように，任正非はビジネス界である種のカ

リスマになりつつある。基地局からネットワー

ク技術，半導体まで，Huawei は世界トップレ

ベルの技術を独自に磨き，共産党からの自立も

考えて経営をしてきた。オープンに学び，自ら

ライバルに声をかけて市場を分け合い，社員に

完全を求めず（灰度哲学），猛烈に働けという

指針（奮闘者）。社員持ち株制度，社内発言制

度，金持ちになれば共産党に潰される危険から

任の持ち株を 1.4％に据え置く賢さ。組織が大

きくなるにつれ出現する傲慢で怠慢な中堅管理

職を排除するために 2回も行った全員辞職と再

雇用（田＆呉，2015）。「とにかく生き残れ」と

いう危機意識の中で考え抜かれた哲学と工夫

は，苛烈な環境を正直に生きても成功できるの

だという希望を中国の人々に与えている。
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2019 年上半期決算で，Huawei は売上高前年

同期比 23％増，純利益率は 8.7％，スマート

フォンの出荷台数は 1億 8000万台で 24％増の

伸びを示した。スマートフォン市場全体が伸び

悩み，5G 開始まで端末の購入を控える時期の

増収である。Huawei の中国国内でのスマート

フォン・シェアは 38％でトップ，世界でも

Apple を抜いてNokia に続く第 2位になった。

しかし 2019 年夏，NTTドコモはHuawei の

スマートフォンを販売しないことに決めた。

Google を搭載できない Huawei を日本人は買

わないからだ。通信機器では，NTT ドコモは

Nokia と実証実験を進めており，Softbank が

Nokia と Ericsson，KDDI は北欧 2 社に加えて

Samsung を機器供給業者に選んだ。しかし，

アメリカのこの戦略は中国を Google 代替品の

開発に向かわせるだけだ。実際，位置情報を捕

捉する GPS（GPS はアメリカのシステム。一般

には GNSS）で，中国版 GPS はアメリカの GPS

範囲を越えた。主要国の保有衛星数は，2019 年

現在，中国 42，アメリカ 32，ロシア 26，欧州

27，インド 8，日本 4で，地球の半分以上を中

国版 GPS がカバーしている。これもアメリカ

の支配が高まり中国を追い込んだことでかえっ

て中国を強化した例である。

実際，Huawei は 2019 年 9 月末にアメリカ

の部品を使わない 5G基地局の製造に成功した

と発表した。と同時に，いままで一緒に仕事を

してきたアメリカ企業への心情的つながりは残

るのでその部品を使いたい，アメリカ企業への

技術供与も可能だと付け加えることを忘れな

い。Huawei最新最上位機種スマートフォンの

部品調達先は，中国 38％，日本 24％，アメリ

カ 16％であり，Intel，Qualcomm，Broadcom

などアメリカ企業が受ける打撃は大きい。米輸

出管理法の「域外適用」（米企業の部品やソフ

トが 25％以上含まれれば禁輸対象）に抵触し

ないことを精査の上で，SONY や Panasonic

を含む日本企業の 80％が Huawei への部品供

給を継続する方針でいる。

さらに Huawei は，アメリカ 1 社を選び 5G

の技術を外販することにした。目的は技術的潔

白の証明とHuawei のライバルを作ること。い

つか米政府の制裁が解けたときに一緒に仕事を

するためだという。

しかし，2017 年に中国共産党が定めた「国

家情報法」は，効率的な国家情報体制の整備を

目的に掲げ「国民と組織は，法に基づいて国の

情報活動に協力し，国の情報活動の秘密を守ら

なければならず，国は，そのような国民及び組

織を保護する」（第 7条）と明記している。現

時点でHuawei がやましいことをしておらず，

共産党との癒着がないとしても，今年 75歳を

迎える任正非亡き後，Huawei がどこまで信念

を曲げずにいられるかは未知数だ。習政権がた

とえいま実施しなくとも未来に保証はない。た

とえ不正なバックドアーがなくても，「悪意あ

るコード」はソフトウェア更新の際に埋め込ま

れ，それが 5Gネットワーク侵入への基盤とな

ることをアメリカ政府は危惧しているのだ。

Huawei が冬を迎え撃つやり方は，頭を低く

保ち，正面の敵をかわし，その他に手を差し出

して友好をはかる。全力で襲いかかるアメリカ

という覇権国を相手に民間の一企業が戦う中国

兵法のしたたかさに，世界は瞠目する。

最もやっかいなアフリカの奥地まで Huawei

の社員は通信機器を設置してきた。一帯一路に

沿って Huawei の参入は着々と進み，「デジタ

ル一帯一路」は少なくとも世界の半分をアメリ

カの影響力の及ばない地域にする可能性を視野

に入れて考察すべきだろう。それが「アジアの

世紀」のひとつの有力シナリオなのである。

（ふるかわ じゅんこ）
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